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4．対象政策の施策選定
2 章で示した具体的な施策は 229 存在したが．その中から具体的な対象
地を持つべきと考えられるものとして 87 選出した，前節で選定した 87の具








図-1  クラスタ 1   戸建て住宅中心の環境衰退型 図-1  クラスタ 6   集合住宅中心の環境向上型
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少，住宅率の増加から，子育て
世代が集う，住環境の水準が高
まっている類型化である．
よって空家に関する施策を3
つ，基盤整備に関する施策を 6
つ，医療福祉に関する施策を4
つ選定した．空家では、住宅の
急増を考え空家化の予防や人口
増加から考える住宅の需要の高
さから，空家所有者と利用希望
者のマッチング，中古住宅として
の市場流通に関する施策を適応
する．基盤整備では，建築物の
密度調整は必須として，地区整
備・環境への取り組みや職住近
接に関する施策の適応が必要で
ある．医療福祉では子育て世帯
の急増から安心した環境の構築
を考え，見守りの仕組みづくり
や多様なニーズに対応する保育・
子育て環境の整備を行うべきで
ある．
表-4 　施策対応表
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5．まとめ
本研究では，居住政策は具体的な対象地を選定していないものが多いこ
とから，変容を踏まえた類型化を行った．市や区の中でも，地区環境や人口
動態は異なっており，特に郊外部においては，著しい少子高齢化や未整備
の都市基盤など，これから顕著な衰退が考えられる地区や，一方で，子育
て世帯と住宅率の増加など，住環境水準が向上している地区も存在し，地
区変容は様々であった．また，衰退傾向の強い地区変容を持つ町丁目には，
今後の居住政策自体の適用を検討する場合も出てくる．よって，今後の居住
政策あり方は，市や区のようなマクロな視点からの従来の政策とは別途に，
町丁目のようなミクロな視点からの地区変容を考えた政策の策定や，優先す
べき施策の提示および定期的な見直し行っていく必要がある．
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